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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第90期

第２四半期
連結累計期間

第91期
第２四半期
連結累計期間

第90期

会計期間
自  2020年４月１日

至  2020年９月30日

自  2021年４月１日

至  2021年９月30日

自  2020年４月１日

至  2021年３月31日

売上収益
（百万円）

1,218,392 1,341,655
2,830,210

（第２四半期連結会計期間） (761,394) (706,484)

税引前四半期（当期）利益 （百万円） 36,100 61,170 113,954

親会社の所有者に帰属する 
四半期（当期）利益 （百万円）

23,706 44,788
76,510

（第２四半期連結会計期間） (31,406) (26,274)
親会社の所有者に帰属する 
四半期（当期）包括利益

（百万円） 11,621 62,053 107,690

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 1,703,161 1,818,438 1,777,735

資産合計 （百万円） 3,287,953 3,322,322 3,411,712

基本的１株当たり四半期 
（当期）利益 （円）

30.91 58.40
99.77

（第２四半期連結会計期間） (40.95) (34.26)
希薄化後１株当たり 
四半期（当期）利益

（円） － － －

親会社所有者帰属持分比率 （％） 51.8 54.7 52.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

（百万円） 68,380 63,764 289,376

投資活動による 
キャッシュ・フロー

（百万円） △86,192 △81,931 △272,174

財務活動による 
キャッシュ・フロー

（百万円） 58,115 △47,494 13,966

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高

（百万円） 888,125 848,361 907,326
 

(注) １．上記指標は、国際財務報告基準（以下「IFRS」という。）により作成した要約四半期連結財務諸表及び連結

財務諸表に基づいております。

２．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

３．売上収益には、消費税等は含まれておりません。

４．希薄化後１株当たり四半期（当期）利益については、潜在的に希薄化効果のある株式が存在しないため記載

しておりません。
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２ 【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

 また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクの内容に重要な変更はありません。 

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結会計期間においては、世界的な半導体の供給不足に加え、東南アジアでの新型コロナウイルス

感染症の感染拡大により、当社がお取引先から調達している部品の供給に制約がありました。これにより、米国及

び国内の生産拠点において生産調整を行い、国内では９月に操業を一時停止しました。重点市場である米国を中心

にSUBARU車に対する需要は引き続き堅調に推移していますが、これらの影響により生産及び売上台数は前年同期比

で減少となり、販売店の在庫は非常に低い水準にあります。

当第２四半期連結累計期間の売上収益は、新型コロナウイルス感染症の影響が大きかった前年より自動車売上台

数が増加したこと等により、１兆3,417億円と前年同期比1,233億円（10.1％）の増収となりました。

利益面についても、自動車売上台数の増加や販売奨励金の抑制等により、営業利益は545億円と前年同期比238億

円（77.9％）の増益、税引前四半期利益は612億円と前年同期比251億円（69.4％）の増益となりました。また、親

会社の所有者に帰属する四半期利益も448億円と前年同期比211億円（88.9％）の増益となりました。

 
（単位 金額：百万円、比率：％）

  売上収益

 
税引前

四半期利益

親会社の所有者
に帰属する 
四半期利益

為替レート営業利益

 
    （利益率） （利益率） （利益率）  

2022年３月期第２四半期
1,341,655 54,451 61,170 44,788 110円/米ドル

  （4.1） （4.6） （3.3） 131円/ユーロ

2021年３月期第２四半期
1,218,392 30,611 36,100 23,706 107円/米ドル

  （2.5） （3.0） （1.9） 120円/ユーロ

増減 123,263 23,840 25,070 21,082  

増減率 10.1 77.9 69.4 88.9  
 

 
当第２四半期連結累計期間のセグメントの状況は以下のとおりです。

（単位 金額：百万円、比率：％）

 
売上収益 セグメント利益

2021年３月期 2022年３月期
増減 増減率

2021年３月期 2022年３月期
増減 増減率

第２四半期 第２四半期 第２四半期 第２四半期

自動車 1,168,804 1,306,103 137,299 11.7 31,577 51,951 20,374 64.5

航空宇宙 47,153 33,201 △13,952 △29.6 △3,034 △702 2,332 76.9

その他 2,435 2,351 △84 △3.4 1,996 3,133 1,137 57.0

調整額 － － － － 72 69 △3 △4.2

合計 1,218,392 1,341,655 123,263 10.1 30,611 54,451 23,840 77.9

（注）１．売上収益は、外部顧客への売上収益です。

   ２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去です。
 

 
① 自動車事業部門

重点市場である米国を中心にSUBARU車に対する需要は堅調に推移していますが、当社がお取引先から調達してい

る部品の供給に制約があり、国内生産拠点での操業を一時停止したこと等から、当第２四半期連結会計期間の生産
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は第１四半期連結会計期間より減少し、販売店の在庫はさらに低い水準となりました。そのような状況のなか、売

上台数は、当第２四半期連結会計期間は前年同期比で減少したものの、第１四半期連結会計期間では前年同期比で

大きく増加していたことから、当第２四半期連結累計期間においては、海外での売上台数は33.1万台と前年同期比

1.0万台（3.2％）の増加となり、国内での売上台数も4.4万台と前年同期比0.2万台（4.5％）の増加となりまし

た。

以上の結果、海外と国内の売上台数の合計は37.5万台と前年同期比1.2万台（3.3％）の増加となり、売上収益は

１兆3,061億円と前年同期比1,373億円（11.7％）の増収となりました。また、セグメント利益は、520億円と前年

同期比204億円（64.5％）の増益となりました。

 
なお、当第２四半期連結累計期間の地域別の売上台数は以下のとおりです。

  （単位 台数：万台、比率：％）

 
2021年３月期 2022年３月期

増減 増減率
第２四半期 第２四半期

国内合計 4.3 4.4 0.2 4.5

  登録車 3.3 3.5 0.3 7.6

  軽自動車 1.0 0.9 △0.1 △6.2

海外合計 32.1 33.1 1.0 3.2

  北米 28.4 28.2 △0.2 △0.6

  欧州・ロシア 0.7 1.0 0.3 43.8

  豪州 1.1 1.7 0.6 60.2

  中国 1.3 0.9 △0.5 △34.8

  その他地域 0.6 1.3 0.7 114.2

総合計 36.3 37.5 1.2 3.3
 

 
② 航空宇宙事業部門

民間向けの航空機需要が前期に引き続き停滞していることに加え、防衛省向けの哨戒機「P-1」の生産が減少し

たこと等により、売上収益は332億円と前年同期比140億円（29.6％）の減収となりました。また、セグメント損失

は、７億円と前年同期比23億円（76.9％）改善しました。

 
③ その他事業部門

売上収益は24億円と前年同期比１億円（3.4％）の減収となりました。また、セグメント利益は、31億円と前年

同期比11億円（57.0％）の増益となりました。

 
(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産は、３兆3,223億円と前期末に比べ894億円の減少となりました。主な要因

は、配当及び保証修理費の支払い等により「現金及び現金同等物」が590億円減少したこと、米国の販売子会社を

中心に新車在庫が減少したことにより「棚卸資産」が274億円減少したこと等です。

負債は、１兆4,946億円と前期末に比べ1,308億円の減少となりました。主な要因は、調達部品の供給制約を受け

た自動車生産台数の減少により「営業債務及びその他の債務」が860億円減少したこと、製品保証を中心とした

「引当金」が529億円減少したこと等です。

資本は、１兆8,277億円と前期末に比べ414億円の増加となりました。主な要因は、四半期利益の計上及び配当金

の支払いにより「利益剰余金」が233億円増加したこと、有価証券評価差額金等により「その他の資本の構成要

素」が172億円増加したこと等です。

（百万円）

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2021年９月30日）
増減

資産合計 3,411,712 3,322,322 △89,390

負債合計 1,625,329 1,494,574 △130,755

資本合計 1,786,383 1,827,748 41,365
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、8,484億円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は638億円（前年同四半期連結累計期間は684億円の増加）となりました。主な要因

は、減価償却費及び償却費1,110億円、税引前四半期利益612億円、営業債務及びその他の債務の減少784億円、引

当金及び従業員給付に係る負債の減少500億円等です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は819億円（前年同四半期連結累計期間は862億円の減少）となりました。主な要因

は、有形固定資産の取得による支出（売却による収入との純額）562億円、無形資産の取得及び内部開発に関わる

支出401億円等です。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は475億円（前年同四半期連結累計期間は581億円の増加）となりました。主な要因

は、リース負債の返済による支出272億円、親会社の所有者への配当金の支払額215億円等です。

（百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日

   至  2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日

   至 2021年９月30日）
増減

営業活動によるキャッシュ・フロー 68,380 63,764 △4,616

投資活動によるキャッシュ・フロー △86,192 △81,931 4,261

財務活動によるキャッシュ・フロー 58,115 △47,494 △105,609

現金及び現金同等物の四半期末残高 888,125 848,361 △39,764
 

 
(4) 経営方針、経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した経営方針、経営戦略等の内容につ

いて重要な変更はありません。

 
(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した当社グループが対処すべき課題に

ついて重要な変更はありません。

 
(6) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体での研究開発支出は616億円、要約四半期連結損益計算書に計

上されている研究開発費は551億円です。

 
(7) 生産の実績

世界的な半導体の供給不足及び東南アジアでの新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、当社がお取引先か

ら調達している部品の供給に制約があり、米国及び国内の生産拠点において生産調整や操業の一時停止を行いまし

た。以上の結果、当第２四半期連結累計期間における自動車セグメントの海外と国内の生産台数の合計は34.2万台

と前年同期比3.4％の減少となりました。

 

セグメントの名称
当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日

  至 2021年９月30日）
前年同期比

自動車
 小型・普通自動車（万台）

34.2 △3.4％

 

 
 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、または、締結等はありません。 

― 5 ―



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,500,000,000

計 1,500,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(2021年９月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(2021年11月11日)

上場金融商品取引所名又は

登録認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式 769,175,873 769,175,873 東京証券取引所（市場第一部） 単元株式数 100株

計 769,175,873 769,175,873 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金 
増減額 
(百万円)

資本金 
残高 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

2021年９月30日 － 769,175,873 － 153,795 － 160,071
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(5) 【大株主の状況】

2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式 
(自己株式を 
除く。)の 

総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 153,600 20.02

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 100,830 13.14

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１２ 35,992 4.69

ＢＮＹＭ ＴＲＥＡＴＹ ＤＴ
Ｔ １５ 
（常任代理人 株式会社三菱Ｕ
ＦＪ銀行）

２４０ ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ ＳＴＲＥＥＴ， 
Ｎ Ｅ Ｗ  Ｙ Ｏ Ｒ Ｋ，Ｎ Ｅ Ｗ  Ｙ Ｏ Ｒ Ｋ 
１０２８６ Ｕ．Ｓ．Ａ． 
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 決済事
業部）

20,786 2.71

ＭＩＺＵＨＯ ＳＥＣＵＲＩＴＩ
ＥＳ ＡＳＩＡ ＬＩＭＩＴＥ
Ｄ － ＣＬＩＥＮＴ Ａ／Ｃ 
（常任代理人 株式会社みずほ
銀行決済営業部）

１２ＴＨ ＦＬＯＯＲ， ＣＨＡＴＥＲ ＨＯ
ＵＳＥ， ８ ＣＯＮＮＡＵＧＨＴ ＲＯＡ
Ｄ， ＣＥＮＴＲＡＬ， ＨＯＮＧ ＫＯＮＧ 
（東京都港区港南２丁目１５－１ 品川インタ
ーシティＡ棟）

10,165 1.32

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 10,078 1.31

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ Ｂ
ＡＮＫ ＷＥＳＴ ＣＬＩＥＮ
Ｔ  －  Ｔ Ｒ Ｅ Ａ Ｔ Ｙ 
５０５２３４ 
（常任代理人 株式会社みずほ
銀行決済営業部）

１７７６ ＨＥＲＩＴＡＧＥ ＤＲＩＶＥ， 
Ｎ Ｏ Ｒ Ｔ Ｈ  Ｑ Ｕ Ｉ Ｎ Ｃ Ｙ， Ｍ Ａ 
０２１７１，Ｕ．Ｓ．Ａ． 
（東京都港区港南２丁目１５－１ 品川インタ
ーシティＡ棟）

9,823 1.28

損害保険ジャパン株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目２６－１ 8,267 1.08

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ Ｂ
ＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ 
ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５１０３ 
（常任代理人 株式会社みずほ
銀行決済営業部）

Ｐ．Ｏ． ＢＯＸ ３５１ ＢＯＳＴＯＮ Ｍ
ＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ ０２１０１ Ｕ．
Ｓ．Ａ． 
（東京都港区港南２丁目１５－１ 品川インタ
ーシティＡ棟）

8,216 1.07

ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳ
Ｅ ＢＡＮＫ ３８５７８１ 
（常任代理人 株式会社みずほ
銀行決済営業部）

２５ ＢＡＮＫ ＳＴＲＥＥＴ， ＣＡＮＡＲ
Ｙ ＷＨＡＲＦ， ＬＯＮＤＯＮ， Ｅ１４ 
５ＪＰ， ＵＮＩＴＥＤ ＫＩＮＧＤＯＭ 
（東京都港区港南２丁目１５－１ 品川インタ
ーシティＡ棟）

7,834 1.02

計 ― 365,595 47.65
 

（注）１．上記銀行株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりです。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）          96,489千株

株式会社日本カストディ銀行（信託口）                    30,347千株

 
２．2021年４月７日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、株式会社みずほ銀行及びその共同保有

者であるアセットマネジメントOne株式会社が2021年３月31日現在で以下の株式を所有している旨が掲載され

ているものの、株式会社みずほ銀行を除き、当社として2021年９月30日現在における実質所有株式数の確認

ができていませんので、上記大株主の状況には含めていません。変更報告書の内容は以下のとおりです。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有
割合(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 10,078,909 1.31

アセットマネジメントOne株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 20,305,480 2.64

計 ― 30,384,389 3.95
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３．2020年12月７日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、三井住友トラスト・アセットマネジメ

ント株式会社及びその共同保有者である日興アセットマネジメント株式会社が2020年11月30日現在で以下の

株式を所有している旨が掲載されているものの、当社として2021年９月30日現在における実質所有株式数の

確認ができていませんので、上記大株主の状況には含めていません。なお、変更報告書の内容は以下のとお

りです。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有
割合(％)

三井住友トラスト・アセットマネジ 
メント株式会社

東京都港区芝公園一丁目1番1号 24,033,400 3.12

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂九丁目7番1号 15,891,600 2.07

計 ― 39,925,000 5.19
 

 
４．2020年６月19日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、ブラックロック・ジャパン株式会社及

びその共同保有者であるブラックロック・アドバイザーズ・エルエルシー、ブラックロック・インベストメ

ント・マネジメント・エルエルシー、ブラックロック・ファンド・マネジャーズ・リミテッド、ブラックロ

ック（ルクセンブルグ）エス・エー、ブラックロック・アセット・マネジメント・アイルランド・リミテッ

ド、ブラックロック・ファンド・アドバイザーズ、ブラックロック・インスティテューショナル・トラス

ト・カンパニー、エヌ．エイ．、ブラックロック・インベストメント・マネジメント（ユーケー）リミテッ

ドが2020年６月15日現在で以下の株式を所有している旨が掲載されているものの、当社として2021年９月30

日現在における実質所有株式数の確認ができていませんので、上記大株主の状況には含めていません。変更

報告書の内容は以下のとおりです。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有
割合(％)

ブラックロック・ジャパン株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目8番3号 8,163,800 1.06

ブラックロック・アドバイザーズ・ 
エルエルシー

米国 デラウェア州 ニュー・キャッスル郡 
ウィルミントン オレンジストリート 
１２０９ ザ・コーポレーション・トラス
ト・カンパニー気付

2,650,260 0.34

ブラックロック・インベストメント・
マネジメント・エルエルシー

米国 ニュージャージー州 プリンストン 
ユニバーシティ スクウェア ドライブ １

1,163,130 0.15

ブラックロック・ファンド・マネジャ
ーズ・リミテッド

英国 ロンドン市 スログモートン・アベニ
ュー 12

953,358 0.12

ブラックロック（ルクセンブルグ）エ
ス・エー

ルクセンブルク大公国 L-1855 J.F.ケネデ
ィ通り 35A

1,229,000 0.16

ブラックロック・アセット・マネジメ
ント・アイルランド・リミテッド

アイルランド共和国 ダブリン ボールスブ
リッジ ボールスブリッジパーク 2 1階

3,005,647 0.39

ブラックロック・ファンド・アドバイ
ザーズ

米国 カリフォルニア州 サンフランシスコ
市 ハワード・ストリート 400

8,072,588 1.05

ブラックロック・インスティテューシ
ョナル・トラスト・カンパニー、エ
ヌ．エイ．

米国 カリフォルニア州 サンフランシスコ
市 ハワード・ストリート 400

9,579,901 1.25

ブラックロック・インベストメント・
マネジメント（ユーケー）リミテッド

英国 ロンドン市 スログモートン・アベニ
ュー 12

2,080,033 0.27

計 ― 36,897,717 4.80
 

― 8 ―



 

５．2020年12月７日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、野村證券株式会社及びその共同保有者

であるノムラ インターナショナル ピーエルシー、野村アセットマネジメント株式会社が2020年11月30日

現在で以下の株式を所有している旨が掲載されているものの、当社として2021年９月30日現在における実質

所有株式数の確認ができていませんので、上記大株主の状況には含めていません。変更報告書の内容は以下

のとおりです。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有
割合(％)

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目１３番１号     3,741,120 0.49

ノムラ インターナショナル ピーエ
ルシー

1 Angel  Lane,  London  EC4R  3AB,  United 
Kingdom

79,291 0.01

野村アセットマネジメント株式会社 東京都江東区豊洲二丁目２番１号 37,999,900 4.94

計 ― 41,820,311 5.44
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 ―

権利内容に何らの限定のない当
社における標準となる株式

1,845,300
(相互保有株式) 
普通株式 ― 同上

400,000

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,666,071 同上
766,607,100

単元未満株式
普通株式

― 同上
323,473

発行済株式総数 769,175,873 ― ―

総株主の議決権 ― 7,666,071 ―
 

 (注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が6,800株含まれてい

ます。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数68個が含まれています。

 

② 【自己株式等】

2021年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

(自己保有株式)
株式会社ＳＵＢＡＲＵ

東京都渋谷区恵比寿 
１丁目20－８

1,845,300 ― 1,845,300 0.24

(相互保有株式)
富士機械株式会社

群馬県前橋市岩神町 
２丁目24－３

― 400,000 400,000 0.05

計 ― 1,845,300 400,000 2,245,300 0.29
 

 (注) 富士機械株式会社の他人名義所有株式400,000株は、同社が退職給付信託（株式会社日本カストディ銀行[東京都

中央区晴海１丁目８－12]（三井住友信託銀行再信託分・富士機械株式会社退職給付信託口）名義分）に拠出し

たものです。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣

府令第64号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定により、

国際会計基準第34号（以下「IAS第34号」という。）「期中財務報告」に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021

年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る要約四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2021年９月30日）

資産      

流動資産      

現金及び現金同等物   907,326 848,361

営業債権及びその他の債権 11 341,907 323,366

棚卸資産   419,053 391,656

未収法人所得税   19,820 16,583

その他の金融資産 11 228,279 218,853

その他の流動資産   66,378 70,666

小計   1,982,763 1,869,485

売却目的で保有する資産   69 289

流動資産合計   1,982,832 1,869,774

非流動資産      

有形固定資産   839,648 837,948

無形資産及びのれん   216,652 230,732

投資不動産   24,282 23,219

持分法で会計処理されている投資   10,177 11,737

その他の金融資産 11 101,389 114,082

その他の非流動資産   127,826 138,522

繰延税金資産   108,906 96,308

非流動資産合計   1,428,880 1,452,548

資産合計   3,411,712 3,322,322
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（単位：百万円）

 
注記
番号

前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2021年９月30日）

負債及び資本      

負債      

流動負債      

営業債務及びその他の債務 11 267,824 181,798

資金調達に係る債務 11 26,334 15,005

その他の金融負債 11 61,282 69,537

未払法人所得税   2,908 1,748

引当金   194,497 149,583

その他の流動負債   322,295 300,875

流動負債合計   875,140 718,546

非流動負債      

資金調達に係る債務 7,11 307,549 320,050

その他の金融負債 11 78,528 77,963

従業員給付   55,817 59,047

引当金   89,954 81,926

その他の非流動負債   210,491 235,035

繰延税金負債   7,850 2,007

非流動負債合計   750,189 776,028

負債合計   1,625,329 1,494,574

資本      

親会社の所有者に帰属する持分      

資本金   153,795 153,795

資本剰余金   160,178 160,178

自己株式   △6,524 △6,318

利益剰余金   1,435,291 1,458,586

その他の資本の構成要素   34,995 52,197

親会社の所有者に帰属する持分合計   1,777,735 1,818,438

非支配持分   8,648 9,310

資本合計   1,786,383 1,827,748

負債及び資本合計   3,411,712 3,322,322
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(2) 【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

売上収益 6,9 1,218,392 1,341,655

売上原価   △1,003,961 △1,084,781

売上総利益   214,431 256,874

販売費及び一般管理費   △127,103 △145,013

研究開発費   △55,507 △55,082

その他の収益   3,887 1,968

その他の費用   △5,008 △4,471

持分法による投資損益  6 △89 175

営業利益  6 30,611 54,451

金融収益 11 11,328 10,871

金融費用 11 △5,839 △4,152

税引前四半期利益   36,100 61,170

法人所得税費用   △11,712 △15,899

四半期利益   24,388 45,271

四半期利益の帰属      

親会社の所有者   23,706 44,788

非支配持分   682 483

四半期利益   24,388 45,271

       

１株当たり四半期利益      

基本的１株当たり四半期利益（円） 10 30.91 58.40
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【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前第２四半期連結会計期間
（自 2020年７月１日
至 2020年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自 2021年７月１日
至 2021年９月30日）

売上収益 9 761,394 706,484

売上原価   △625,478 △576,761

売上総利益   135,916 129,723

販売費及び一般管理費   △66,663 △73,564

研究開発費   △23,318 △29,958

その他の収益   3,151 891

その他の費用   △2,818 △2,145

持分法による投資損益   14 △31

営業利益   46,282 24,916

金融収益   3,904 3,953

金融費用   △3,351 △1,956

税引前四半期利益   46,835 26,913

法人所得税費用   △14,893 △464

四半期利益   31,942 26,449

四半期利益の帰属      

親会社の所有者   31,406 26,274

非支配持分   536 175

四半期利益   31,942 26,449

       

１株当たり四半期利益      

基本的１株当たり四半期利益（円） 10 40.95 34.26
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

四半期利益   24,388 45,271

その他の包括利益（税引後）      

純損益に振り替えられることのない項目      

確定給付制度の再測定   － △124

その他の包括利益を通じて測定するもの 
として指定した資本性金融商品の公正価
値の純変動額

11 316 10,417

純損益に振り替えられる可能性のある項目      

在外営業活動体の為替換算差額   △13,293 7,350

持分法適用会社のその他の包括利益に 
対する持分

  △119 109

その他の包括利益を通じて測定する負債
性金融商品の公正価値の純変動額

11 1,107 △308

その他の包括利益（税引後）合計   △11,989 17,444

四半期包括利益   12,399 62,715

四半期包括利益の帰属      

親会社の所有者   11,621 62,053

非支配持分   778 662

四半期包括利益   12,399 62,715
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【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前第２四半期連結会計期間
（自 2020年７月１日
至 2020年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自 2021年７月１日
至 2021年９月30日）

四半期利益   31,942 26,449

その他の包括利益（税引後）      

純損益に振り替えられることのない項目      

確定給付制度の再測定   － －

その他の包括利益を通じて測定するもの 
として指定した資本性金融商品の公正価
値の純変動額

  326 2,880

純損益に振り替えられる可能性のある項目      

在外営業活動体の為替換算差額   △8,879 6,404

持分法適用会社のその他の包括利益に 
対する持分

  △160 21

その他の包括利益を通じて測定する負債
性金融商品の公正価値の純変動額

  △360 △565

その他の包括利益（税引後）合計   △9,073 8,740

四半期包括利益   22,869 35,189

四半期包括利益の帰属      

親会社の所有者   22,214 34,939

非支配持分   655 250

四半期包括利益   22,869 35,189
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日）

（単位：百万円）

    親会社の所有者に帰属する持分        

 
注記
番号

資本金  
資本 
剰余金   自己株式  

利益 
剰余金  

その他の 
資本の 
構成要素

  合計  
非支配 
持分  

資本 
合計

期首残高   153,795   160,178   △6,722   1,397,239   8,391   1,712,881   7,242   1,720,123

四半期包括利益                                

四半期利益   －   －   －   23,706   －   23,706   682   24,388

その他の包括利益
（税引後）

  －   －   －   －   △12,085   △12,085   96   △11,989

四半期包括利益
合計

  －   －   －   23,706   △12,085   11,621   778   12,399

利益剰余金への振替   －   －   －   95   △95   －   －   －

所有者との取引等                                

剰余金の配当 8 －   －   －   △21,482   －   △21,482   －   △21,482

自己株式の取得   －   －   △2   －   －   △2   －   △2

自己株式の処分   －   △67   210   －   －   143   －   143

利益剰余金から資
本剰余金への振替

  －   67   －   △67   －   －   －   －

所有者との取引
等合計

  －   －   208   △21,549   －   △21,341   －   △21,341

期末残高   153,795   160,178   △6,514   1,399,491   △3,789   1,703,161   8,020   1,711,181

 

 

当第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年９月30日）

（単位：百万円）

    親会社の所有者に帰属する持分        

 
注記
番号

資本金  
資本 
剰余金   自己株式  

利益 
剰余金  

その他の 
資本の 
構成要素

  合計  
非支配 
持分  

資本 
合計

期首残高   153,795   160,178   △6,524   1,435,291   34,995   1,777,735   8,648   1,786,383

四半期包括利益                                

四半期利益   －   －   －   44,788   －   44,788   483   45,271

その他の包括利益
（税引後）

  －   －   －   －   17,265   17,265   179   17,444

四半期包括利益
合計

  －   －   －   44,788   17,265   62,053   662   62,715

利益剰余金への振替   －   －   －   63   △63   －   －   －

所有者との取引等                                

剰余金の配当 8 －   －   －   △21,484   －   △21,484   －   △21,484

自己株式の取得   －   －   △2   －   －   △2   －   △2

自己株式の処分   －   △72   208   －   －   136   －   136

利益剰余金から資
本剰余金への振替

  －   72   －   △72   －   －   －   －

所有者との取引
等合計

  －   －   206   △21,556   －   △21,350   －   △21,350

期末残高   153,795   160,178   △6,318   1,458,586   52,197   1,818,438   9,310   1,827,748
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー      

税引前四半期利益   36,100 61,170

減価償却費及び償却費   98,827 110,952

持分法による投資損益（△は益）   89 △175

金融収益   △11,328 △10,871

金融費用   5,839 4,152

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増
加）

  16,781 18,866

棚卸資産の増減額（△は増加）   △6,491 27,273

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減
少）

  △9,133 △78,437

引当金及び従業員給付に係る負債の増減額（△
は減少）

  △43,661 △50,010

その他   △12,440 △9,093

小計   74,583 73,827

利息の受取額   2,393 1,906

配当金の受取額   224 1,705

利息の支払額   △965 △1,087

法人所得税の支払額   △7,855 △12,587

営業活動によるキャッシュ・フロー   68,380 63,764

投資活動によるキャッシュ・フロー      

定期預金の純増減額（△は増加）   △1,871 △2,010

有形固定資産の取得による支出   △66,855 △56,368

有形固定資産の売却による収入   480 144

無形資産の取得及び内部開発に関わる支出   △22,739 △40,105

その他の金融資産の取得による支出   △110,903 △107,742

その他の金融資産の売却または回収による収入   116,323 124,376

その他   △627 △226

投資活動によるキャッシュ・フロー   △86,192 △81,931

財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入金の純増減額（△は減少）   △270 △200

長期借入金の返済による支出   △721 △14,652

長期借入れによる収入   60,000 16,000

社債の発行による収入   40,000 －

リース負債の返済による支出   △19,234 △27,185

親会社の所有者への配当金の支払額 8 △21,472 △21,463

その他   △188 6

財務活動によるキャッシュ・フロー   58,115 △47,494

現金及び現金同等物の為替変動の影響額   △11,144 6,696

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）   29,159 △58,965

現金及び現金同等物の期首残高   858,966 907,326

現金及び現金同等物の四半期末残高   888,125 848,361
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社ＳＵＢＡＲＵ（以下「当社」という。）は日本に所在する企業です。

当社の要約四半期連結財務諸表は当社及び連結子会社（以下「当社グループ」という。）ならびに当社グループの

関連会社に対する持分から構成されております。

主な生産拠点は、日本、米国にあります。

当社グループは、自動車事業においては、軽自動車、小型自動車、普通自動車ならびにその部品の製造、販売及び

修理を行っております。

航空宇宙事業においては、航空機、宇宙関連機器ならびにその部品の製造、販売及び修理を行っております。

 
２．作成の基礎

(1) 要約四半期連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内

閣府令第64号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定によ

り、IAS第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

要約四半期連結財務諸表は2021年11月11日に代表取締役社長 中村知美、及び、最高財務責任者 水間克之によ

って承認されております。

 
(2) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、特に注釈のな

い限り、百万円未満を四捨五入して表示しております。

 
(3) 測定の基礎

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、一部の資産及び負債を除き、取得原価を基礎として作成しておりま

す。

 
 
３．重要な会計方針

当社グループが本要約四半期連結財務諸表において適用する会計方針は、前連結会計年度の連結財務諸表において

適用した会計方針と同一です。

 
４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

IFRSに準拠した要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用ならびに資産、負債、収益及

び費用の金額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を行うことが要求されております。実際の業績は、これらの見積

りとは異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを見直し

た会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識されます。

本要約四半期連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断は、前連結会計年度の連結財務諸

表と同様です。
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事業   主要製品及びサービス

自動車   自動車、関連製品

航空宇宙   航空機、宇宙関連機器部品、関連製品

その他   不動産賃貸事業等

前第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日）  

  （単位：百万円）

  自動車   航空宇宙   計   その他  
消去 

又は全社
 

要約四半期 
連結損益 
計算書

売上収益                      

(1) 外部顧客 1,168,804   47,153   1,215,957   2,435   －   1,218,392

(2) セグメント間 1,085   3   1,088   13,924   △15,012   －

計 1,169,889   47,156   1,217,045   16,359   △15,012   1,218,392

持分法による投資損益 154   －   154   △243   －   △89

営業利益（△損失） 31,577   △3,034   28,543   1,996   72   30,611

金融収益                     11,328

金融費用                     △5,839

税引前四半期利益                     36,100

 

５．未適用の新基準

要約四半期連結財務諸表の承認日までに公表されている基準書及び解釈指針の新設または改訂のうち、当社グルー

プで早期適用していない基準等において、当社グループの要約四半期連結財務諸表に重要な影響を及ぼすものはあり

ません。

 

６．セグメント情報

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

当社は、自動車事業を中核に据え、航空宇宙の事業部門については社内カンパニー制を導入して、責任の明確化と

執行の迅速化を図っております。この事業区分に基づいて各グループ会社を管理しておりますので、事業セグメント

としては「自動車」、「航空宇宙」及びそのいずれにも属さない「その他」の３つを事業セグメントとしておりま

す。うち、「自動車」及び「航空宇宙」の２つを報告セグメントとしております。

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、当社の要約四半期連結財務諸表における会計方針と概ね同一で

す。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。

セグメント間の内部売上収益及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。

 
各事業の主要製品及びサービスは以下のとおりです。

 

 

(1) セグメントごとの売上収益、利益または損失、その他の重要な項目の金額に関する情報

前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間における当社グループの事業の種類別セグメント情報

は、以下のとおりです。
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当第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年９月30日）  

  （単位：百万円）

  自動車   航空宇宙   計   その他  
消去 

又は全社
 

要約四半期 
連結損益 
計算書

売上収益                      

(1) 外部顧客 1,306,103   33,201   1,339,304   2,351   －   1,341,655

(2) セグメント間 1,177   2   1,179   16,396   △17,575   －

計 1,307,280   33,203   1,340,483   18,747   △17,575   1,341,655

持分法による投資損益 316   －   316   △141   －   175

営業利益（△損失） 51,951   △702   51,249   3,133   69   54,451

金融収益                     10,871

金融費用                     △4,152

税引前四半期利益                     61,170

 

 

 

(注) 各セグメントの営業利益（△損失）の算出方法は、要約四半期連結損益計算書における営業利益（△損失）

の算出方法と一致しており、金融収益、金融費用、法人所得税費用を含んでいません。また、各セグメント

に直接賦課できない営業費用は、最も合理的な配賦基準に基づいて、各セグメントに配賦しております。

 

７．社債

 
前第２四半期連結累計期間において発行した社債は、以下のとおりです。

  会社名 銘柄 発行年月日
発行総額
（百万円）

利率
（％）

償還期限

発行 当社
第４回無担保社債
（社債間限定同順位特約付）

2020年９月10日 10,000 0.01 2023年９月８日

発行 当社
第５回無担保社債
（社債間限定同順位特約付）

2020年９月10日 10,000 0.17 2025年９月10日

発行 当社
第６回無担保社債
（社債間限定同順位特約付）

2020年９月10日 20,000 0.42 2030年９月10日

 

 
当第２四半期連結累計期間において発行した社債は該当ありません。
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決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月23日 
第89期 定時株主総会

普通株式 21,482 28.0 2020年３月31日 2020年６月24日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月23日 
第90期 定時株主総会

普通株式 21,484 28.0 2021年３月31日 2021年６月24日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年11月４日
取締役会

普通株式 21,484 28.0 2020年９月30日 2020年12月１日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月５日
取締役会

普通株式 21,485 28.0 2021年９月30日 2021年12月１日 利益剰余金

 

８．配当金

(1) 配当金支払額

配当金の支払額は以下のとおりです。

 

前第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日）

 

 

 

当第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年９月30日）

 

 

 

基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後と

なるものは、以下のとおりです。

 

(2) 報告期間後に決議された配当

 
前第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日）

 

 

 

当第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年９月30日）
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前第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日）  

  （単位：百万円）

  自動車   航空宇宙   その他（注３）   合計

顧客との契約から生じる収益              

日本 183,822   18,738   945   203,505

北米 879,455   28,414   78   907,947

欧州 20,914   1   7   20,922

アジア 46,984   －   7   46,991

その他 31,387   －   22   31,409

合計 1,162,562   47,153   1,059   1,210,774

その他の源泉から認識した収
益（注２）

6,242   －   1,376   7,618

合計 1,168,804   47,153   2,435   1,218,392
               

当第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年９月30日）  

  （単位：百万円）

  自動車   航空宇宙   その他（注３）   合計

顧客との契約から生じる収益              

日本 195,006   15,545   784   211,335

北米 972,222   17,656   105   989,983

欧州 31,948   －   15   31,963

アジア 42,000   －   7   42,007

その他 58,631   －   16   58,647

合計 1,299,807   33,201   927   1,333,935

その他の源泉から認識した収
益（注２）

6,296   －   1,424   7,720

合計 1,306,103   33,201   2,351   1,341,655
               

 

９．売上収益

(1) 収益の分解

当社の事業セグメントは、要約四半期連結財務諸表注記の「６．セグメント情報」に記載のとおり、自動車・航

空宇宙事業及びその他の３つに区分されております。

また、売上収益は顧客の所在地を基礎として、地域別に分解しております。これらの分解した売上収益と各報告

セグメントの売上収益との関係は以下のとおりです。

 

 

 

 

 

 

(注) １．グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しております。

２．その他の源泉から認識した収益には、IFRS第16号「リース」に従い会計処理している製品のリース収益等

が含まれております。

３．その他セグメントには、不動産賃貸事業等が含まれております。
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前第２四半期連結会計期間（自 2020年７月１日 至 2020年９月30日）  

  （単位：百万円）

  自動車   航空宇宙   その他（注３）   合計

顧客との契約から生じる収益              

日本 101,809   9,650   515   111,974

北米 573,037   18,807   43   591,887

欧州 10,927   1   5   10,933

アジア 25,420   －   3   25,423

その他 17,250   －   17   17,267

合計 728,443   28,458   583   757,484

その他の源泉から認識した収
益（注２）

3,227   －   683   3,910

合計 731,670   28,458   1,266   761,394
               

当第２四半期連結会計期間（自 2021年７月１日 至 2021年９月30日）  

  （単位：百万円）

  自動車   航空宇宙   その他（注３）   合計

顧客との契約から生じる収益              

日本 92,987   8,975   362   102,324

北米 522,223   7,966   73   530,262

欧州 16,312   －   4   16,316

アジア 20,965   －   3   20,968

その他 33,475   －   8   33,483

合計 685,962   16,941   450   703,353

その他の源泉から認識した収
益（注２）

2,399   －   732   3,131

合計 688,361   16,941   1,182   706,484
               

 

 

 

 

 

 

 

(注) １．グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しております。

２．その他の源泉から認識した収益には、IFRS第16号「リース」に従い会計処理している製品のリース収益等

が含まれております。

３．その他セグメントには、不動産賃貸事業等が含まれております。
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前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 23,706 44,788

基本的加重平均普通株式数（千株） 766,841 766,896

基本的１株当たり四半期利益 
（親会社の所有者に帰属）

30円91銭 58円40銭

     

 
前第２四半期連結会計期間
（自 2020年７月１日
至 2020年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自 2021年７月１日
至 2021年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 31,406 26,274

基本的加重平均普通株式数（千株） 766,861 766,916

基本的１株当たり四半期利益 
（親会社の所有者に帰属）

40円95銭 34円26銭

 

10．１株当たり四半期利益

基本的１株当たり四半期利益の算定上の基礎

前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間における基本的１株当たり四半期利益（親会社の所有者

に帰属）は、以下の情報に基づいて算定しております。なお、前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計

期間において、潜在的に希薄化効果のある株式はありません。

 

 

前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における基本的１株当たり四半期利益（親会社の所有者

に帰属）は、以下の情報に基づいて算定しております。なお、前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計

期間において、潜在的に希薄化効果のある株式はありません。
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11．公正価値

(1) 公正価値ヒエラルキーの定義

当社グループは、公正価値の測定に使われる評価手法におけるインプットを次の３つのレベルに順位付けしてお

ります。

レベル１ 測定日現在において入手しうる同一の資産または負債の活発な市場における公表価格

レベル２ レベル１に分類される公表価格以外で、当該資産または負債について、直接または間接的に市場で

観察可能なインプット

レベル３ 当該資産または負債について、市場で観察不能なインプット

 
(2) 公正価値の測定方法

資産及び負債の公正価値は、関連市場情報及び適切な評価方法を使用して決定しております。

資産及び負債の公正価値の測定方法及び前提条件は、以下のとおりです。

 
(現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務)

現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権ならびに、営業債務及びその他の債務は償却原価で測定して

おります。ただし、その内リース債権はIFRS第16号に従い測定しております。

営業貸付金及びリース債権の公正価値については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額を満期まで

の期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値に基づいて算定しております。したがって、信

用リスクが観察不能であるため、公正価値の測定はレベル３に分類しております。

営業貸付金、リース債権以外の金融商品の公正価値は、短期間で決済されるため、帳簿価額と近似しておりま

す。

 
(その他の負債性金融商品)

負債性金融商品（公正価値で測定する金融資産）は、主に国債、社債及び投資信託で構成されております。

活発な市場のある国債及び投資信託の公正価値は、市場における公正価値に基づいて測定しております。した

がって国債及び投資信託の公正価値の測定はレベル１に分類しております。

上記を除くその他の負債性金融商品は金融機関等の価格決定モデルに基づき、信用格付けや割引率などの市場

で観察可能なインプットを用いて測定しております。したがって、その他の負債性金融商品の公正価値の測定

は、レベル２に分類しております。

その他の負債性金融商品はその他の金融資産(流動)で計上しております。

 
(資本性金融商品)

 資本性金融商品は、主に株式で構成されております。

活発な市場のある資本性金融商品の公正価値は、市場における公表価格に基づいて測定しております。

したがって、活発な市場のある資本性金融商品の公正価値の測定は、レベル１に分類しております。

   活発な市場のない資本性金融商品の公正価値は、原則として、類似企業比較法またはその他の適切な評価方法

 を用いて測定しております。したがって、活発な市場のない資本性金融商品の公正価値の測定は、レベル３に分

類しております。

 資本性金融商品はその他の金融資産(非流動)で計上しております。

  当該公正価値は、適切な権限者に承認された連結決算方針書に従い、当社グループの経理部門担当者等が評価

 方法を決定し、測定しております。

 
(資金調達に係る債務)

資金調達に係る債務は償却原価で測定しております。資金調達に係る債務の公正価値は、条件及び残存期間の

類似する債務に対し適用される現在入手可能な利率を使用し、将来のキャッシュ・フローを現在価値に割り引く

ことによって測定しております。したがって、資金調達に係る債務の公正価値の測定は、レベル２に分類してお

ります。
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(デリバティブ)

デリバティブは、先物為替予約及び金利スワップから構成されております。

公正価値は、取引先金融機関から提示された価格や為替レート等の観察可能なインプットに基づいて測定して

おります。したがって、デリバティブの公正価値の測定は、レベル２に分類しております。

 デリバティブはその他の金融資産（流動）またはその他の金融負債（流動）に計上しております。

 
(その他の金融負債）

デリバティブ以外のその他の金融負債には、主に有償支給に係る負債が含まれております。

有償支給に係る負債は償却原価で測定しております。

リース負債はIFRS第16号に従い測定しております。
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（単位：百万円）

  レベル１ レベル２ レベル３ 合計

その他の金融資産        

純損益を通じて公正価値で 
測定する金融資産

       

デリバティブ        

負債性金融商品 30,390 311 － 30,701

小計 30,390 311 － 30,701

その他の包括利益を通じて 
公正価値で測定する金融資産        

資本性金融商品 92,347 － 5,163 97,510

負債性金融商品 59,440 84,661 － 144,101

小計 151,787 84,661 5,163 241,611

合計 182,177 84,972 5,163 272,312
         

その他の金融負債        

純損益を通じて公正価値で 
測定する金融負債

       

デリバティブ        

為替商品 － 7,644 － 7,644

合計 － 7,644 － 7,644
         

（単位：百万円）

  レベル１ レベル２ レベル３ 合計

その他の金融資産        

純損益を通じて公正価値で 
測定する金融資産

       

デリバティブ        

負債性金融商品 32,648 194 － 32,842

小計 32,648 194 － 32,842

その他の包括利益を通じて 
公正価値で測定する金融資産        

資本性金融商品 105,689 － 5,391 111,080

負債性金融商品 54,773 85,564 － 140,337

小計 160,462 85,564 5,391 251,417

合計 193,110 85,758 5,391 284,259
         

その他の金融負債        

純損益を通じて公正価値で 
測定する金融負債

       

デリバティブ        

為替商品 － 2,942 － 2,942

合計 － 2,942 － 2,942
         

 

(3) 経常的に公正価値で測定する資産及び負債

前連結会計年度（2021年３月31日）

 

 
当第２四半期連結会計期間（2021年９月30日）

 

 
公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象または状況の変化が生じた日に認識しておりま

す。

レベル間の重要な振替が行われた金融商品はありません。
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前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間における経常的に公正価値により測定するレベル３の資産

及び負債の増減は、以下のとおりです。

 

前第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日）

  （単位：百万円）

    資本性金融商品

期首残高   4,818

利得または損失    

純損益   －

その他の包括利益   335

購入   －

売却   －

為替換算差額   －

期末残高   5,153
     

純損益に含まれる報告期間の末日に 
保有する資産に係る未実現損益

  －
 

 

当第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年９月30日）

  （単位：百万円）

    資本性金融商品

期首残高   5,163

利得または損失    

純損益   －

その他の包括利益   228

購入   －

売却   －

為替換算差額   －

期末残高   5,391
     

純損益に含まれる報告期間の末日に 
保有する資産に係る未実現損益

  －
 

 

(注) １．前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間の純損益に含まれる利得または損失は、要約四半

期連結損益計算書の金融収益及び金融費用に含まれております。

２．前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間のその他の包括利益に含まれる利得または損失

は、要約四半期連結包括利益計算書のその他の包括利益を通じて測定するものとして指定した資本性金融商

品の公正価値の純変動額に含まれております。
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
 

当第２四半期連結会計期間
（2021年９月30日）

  帳簿価額   公正価値   帳簿価額   公正価値

営業債権及びその他の債権              

営業貸付金 177,039   184,792   169,606   176,321

リース債権 11,915   13,160   11,774   12,873

売掛金、未収入金等（注１） 152,954   －   141,986   －

 その他の金融資産（注１、２） 57,356   －   48,676   －

資金調達に係る債務              

借入金 253,883   252,789   255,055   254,611

社債 80,000   79,550   80,000   79,950

営業債務及びその他の債務（注１） 267,824   －   181,798   －

その他の金融負債（注１、３） 30,523   －   34,475   －

 

(4) 公正価値で測定されない金融資産及び金融負債

前連結会計年度及び当第２四半期連結会計期間における公正価値で測定されない金融資産及び金融負債の帳簿価

額と公正価値は、以下のとおりです。

 

 

(注) １．帳簿価額と公正価値が近似していることから、公正価値の開示を省略しております。

２．「(3) 経常的に公正価値で測定する資産及び負債」において開示されている項目は含まれておりません。

３．その他の金融負債にはデリバティブ7,644百万円(前連結会計年度)、2,942百万円（当第２四半期連結会計期

間）及びリース負債101,643百万円(前連結会計年度)、110,083百万円（当第２四半期連結会計期間）は含ま

れておりません。

４．現金及び現金同等物については帳簿価額と公正価値が近似しているため表に含めておりません。

 
(5) 非経常的に公正価値で測定する資産及び負債

前連結会計年度及び当第２四半期連結会計期間において、非経常的に公正価値で測定された重要な資産及び負債

はありません。
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２ 【その他】

2021年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1) 中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・21,485百万円

(2) １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・28円00銭

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・2021年12月１日

（注） 2021年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行いま

す。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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有限責任 あずさ監査法人

  東京事務所

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 

  公認会計士 服部 將一

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 

  公認会計士 蓮見 貴史

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 

  公認会計士 安﨑 修二

独立監査人の四半期レビュー報告書

 
2021年11月11日

株式会社ＳＵＢＡＲＵ

取締役会  御中
 

 

 

 

 

 

 

 

 
  監査人の結論

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ＳＵＢＡＲＵの2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半

期連結会計期間（2021年７月１日から2021年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年

４月１日から2021年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財

政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分

変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について

四半期レビューを行った。
 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連

結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号

「期中財務報告」に準拠して、株式会社ＳＵＢＡＲＵ及び連結子会社の2021年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並び

に第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。
 

監査人の結論の根拠

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財

務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としての

その他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと

判断している。
 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

 経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期

連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。



 

  要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連

結財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表

示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責

任がある。
 

 監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。
 

要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

 監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において

独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
 

 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期

レビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施

する。
 

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その

他の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続であ

る。
 

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重

要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸

表において、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていない

と信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不

確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半期連結財務諸表の注記事項

に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切

でない場合は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求

められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
 

・要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠し

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四

半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会

計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。
 

・要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関す

る証拠を入手する。監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及

び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。
 

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半

期レビュー上の重要な発見事項について報告を行う。
 

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要

因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載 

すべき利害関係はない。

以 上
 

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期 
報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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